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Ⅲ 調査結果の分析 
 

１ 企業全体の現況 

 

集計対象となった事業所は 1,325 事業所で、このうち中小企業は 1,044 事業所（78.8％）、大企業は 281 事

業所（21.2％）となっている。（第１表） 

また、集計事業所の労働組合組織状況は、労働組合「有」の割合が 22.4％となっている。規模別にみると、 

労働組合「有」の割合が中小企業は 12.2％、大企業は 59.8％と大企業の方が高くなっている。（第２表） 

 

第１表 産業別・規模別集計事業所数内訳 

 
 

 

第２表 労働組合組織状況 

 
 

 

 

 

 

 

単位：事業所

区    分

 産  業  計 1,325 ( 100.0 %) 1,044 ( 78.8 %) 281 ( 21.2 %)

　鉱業,採石業,砂利採取業 5 ( 0.4 %) 3 ( 0.2 %) 2 ( 0.2 %)

　建　設　業 166 ( 12.5 %) 157 ( 11.8 %) 9 ( 0.7 %)

　製　造　業 244 ( 18.4 %) 225 ( 17.0 %) 19 ( 1.4 %)

　電気・ガス・熱供給・水道業 12 ( 0.9 %) 7 ( 0.5 %) 5 ( 0.4 %)

　情報通信業 15 ( 1.1 %) 10 ( 0.8 %) 5 ( 0.4 %)

　運輸業，郵便業 80 ( 6.0 %) 60 ( 4.5 %) 20 ( 1.5 %)

　卸売業，小売業 242 ( 18.3 %) 171 ( 12.9 %) 71 ( 5.4 %)

　金融業，保険業 38 ( 2.9 %) 17 ( 1.3 %) 21 ( 1.6 %)

　不動産業,物品賃貸業 13 ( 1.0 %) 12 ( 0.9 %) 1 ( 0.1 %)

　学術研究,専門・技術サービス業 29 ( 2.2 %) 21 ( 1.6 %) 8 ( 0.6 %)

　宿泊業，飲食サービス業 47 ( 3.5 %) 39 ( 2.9 %) 8 ( 0.6 %)

　生活関連サービス業，娯楽業 39 ( 2.9 %) 27 ( 2.0 %) 12 ( 0.9 %)

　教育,学習支援業 35 ( 2.6 %) 29 ( 2.2 %) 6 ( 0.5 %)

　医療，福祉 237 ( 17.9 %) 180 ( 13.6 %) 57 ( 4.3 %)

　複合サービス事業 26 ( 2.0 %) - ( - %) 26 ( 2.0 %)

　サービス業(他に分類されないもの） 97 ( 7.3 %) 86 ( 6.5 %) 11 ( 0.8 %)

※（　）内は、全体に占める割合

規  模  計 中 小 企 業 大  企  業

単位：事業所

計 組合有 組合無 計 組合有 組合無 計 組合有 組合無

事業所数 1,319 295 1,024 1,038 127 911 281 168 113

割合（％） (100.0) (22.4) (77.6) (100.0) (12.2) (87.8) (100.0) (59.8) (40.2)

※　未回答の事業所があるため、必ずしも全体の集計事業所数と一致しない。

産業計

大　企　業規　模　計 中 小 企 業
区 分
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２ 事業所の現況 

 

(1) 集計労働者数 

 ア 男女別・産業別構成 

   集計対象となった一般労働者（以下「集計労働者」という）は 46,084 人で、男性が 28,613 人

（62.1％）、女性が 17,471 人（37.9％）となっている。産業別の構成比をみると、「製造業」が 27.9％

と最も多くなっている。（第３表） 

 

第３表 集計労働者の男女別・産業別構成 

 
 

イ 規模別構成 

     集計労働者の構成を規模別にみると、中小企業が31,110人（67.5％）、大企業が14,974人（32.5％）

となっている。産業別にみると、「建設業」で中小企業の割合が 92.5％と高くなっている。（第４

表） 

 

第４表 集計労働者の規模別構成 

 

集 計 数 構 成 比 男　性 女　性

人 ％ 人 人 ％ ％

 産　業　計 46,084 100.0 28,613 17,471 62.1 37.9

　鉱業,採石業,砂利採取業 132 0.3 115 17 87.1 12.9

　建　設　業 4,978 10.8 4,281 697 86.0 14.0

　製　造　業 12,843 27.9 8,935 3,908 69.6 30.4

　電気・ガス・熱供給・水道業 429 0.9 386 43 90.0 10.0

　情報通信業 1,021 2.2 752 269 73.7 26.3

　運輸業，郵便業 3,023 6.6 2,676 347 88.5 11.5

　卸売業，小売業 4,548 9.9 2,953 1,595 64.9 35.1

　金融業，保険業 1,001 2.2 493 508 49.3 50.7

　不動産業,物品賃貸業 206 0.4 128 78 62.1 37.9

　学術研究,専門・技術サービス業 775 1.7 599 176 77.3 22.7

　宿泊業，飲食サービス業 955 2.1 453 502 47.4 52.6

　生活関連サービス業，娯楽業 719 1.6 424 295 59.0 41.0

　教育,学習支援業 1,233 2.7 691 542 56.0 44.0

　医療，福祉 9,883 21.4 2,535 7,348 25.7 74.3

　複合サービス事業 1,507 3.3 1,147 360 76.1 23.9

　サービス業(他に分類されないもの） 2,831 6.1 2,045 786 72.2 27.8

男女別構成比
区　　　分 男　性 女　性

計

集計数 構成比 集計数 構成比 集計数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％

 産  業  計 46,084 100.0 31,110 67.5 14,974 32.5

　鉱業,採石業,砂利採取業 132 100.0 85 64.4 47 35.6

　建　設　業 4,978 100.0 4,605 92.5 373 7.5

　製　造　業 12,843 100.0 8,683 67.6 4,160 32.4

　電気・ガス・熱供給・水道業 429 100.0 247 57.6 182 42.4

　情報通信業 1,021 100.0 360 35.3 661 64.7

　運輸業，郵便業 3,023 100.0 2,226 73.6 797 26.4

　卸売業，小売業 4,548 100.0 2,953 64.9 1,595 35.1

　金融業，保険業 1,001 100.0 515 51.4 486 48.6

　不動産業,物品賃貸業 206 100.0 182 88.3 24 11.7

　学術研究,専門・技術サービス業 775 100.0 538 69.4 237 30.6

　宿泊業，飲食サービス業 955 100.0 729 76.3 226 23.7

　生活関連サービス業，娯楽業 719 100.0 513 71.3 206 28.7

　教育,学習支援業 1,233 100.0 810 65.7 423 34.3

　医療，福祉 9,883 100.0 6,199 62.7 3,684 37.3

　複合サービス事業 1,507 100.0 - - 1,507 100.0

　サービス業(他に分類されないもの） 2,831 100.0 2,465 87.1 366 12.9

中 小 企 業 大  企  業
区　　分

規模計
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(2) 障害者雇用 

障害者を雇用している事業所は、中小企業 220 事業所、大企業 96 事業所で、これらは全体のそれぞれ

21.1％、34.2％となっている。（第５表） 

常用労働者 58,781 人のうち障害者は中小企業で 507 人、大企業で 291 人となっており、これらは全体

のそれぞれ 1.3％、1.5％となっている。（第６表） 

 

  第５表 産業別・規模別障害者雇用事業所数内訳 

 
 

第６表 産業別・規模別障害者の雇用状況 

 

単位：事業所

規 模 計

事業所数 事業所数 雇用事業所数 割合 事業所数 雇用事業所数 割合

％ ％

 産  業  計 1,325 1,044 220 21.1 281 96 34.2

　鉱業,採石業,砂利採取業 5 3 0 0.0 2 2 100.0

　建　設　業 166 157 23 14.6 9 3 33.3

　製　造　業 244 225 63 28.0 19 13 68.4

　電気・ガス・熱供給・水道業 12 7 1 14.3 5 0 0.0

　情報通信業 15 10 2 20.0 5 3 60.0

　運輸業，郵便業 80 60 12 20.0 20 6 30.0

　卸売業，小売業 242 171 26 15.2 71 17 23.9

　金融業，保険業 38 17 5 29.4 21 1 4.8

　不動産業,物品賃貸業 13 12 3 25.0 1 0 0.0

　学術研究,専門・技術サービス業 29 21 1 4.8 8 1 12.5

　宿泊業，飲食サービス業 47 39 7 17.9 8 2 25.0

　生活関連サービス業，娯楽業 39 27 2 7.4 12 1 8.3

　教育,学習支援業 35 29 3 10.3 6 3 50.0

　医療，福祉 237 180 61 33.9 57 29 50.9

　複合サービス事業 26 - - - 26 12 46.2

　サービス業(他に分類されないもの） 97 86 11 12.8 11 3 27.3

中 小 企 業 大  企  業
区    分

規 模 計

常    用
労働者数

常    用
労働者数

うち
障害者数

割合
常    用

労働者数
うち

障害者数
割合

人 人 人 ％ 人 人 ％

 産  業  計 58,781 39,587 507 1.3 19,194 291 1.5

　鉱業,採石業,砂利採取業 133 86 0 0.0 47 2 4.3

　建　設　業 5,173 4,793 46 1.0 380 4 1.1

　製　造　業 14,847 10,574 171 1.6 4,273 84 2.0

　電気・ガス・熱供給・水道業 438 253 2 0.8 185 0 0.0

　情報通信業 1,064 382 3 0.8 682 12 1.8

　運輸業，郵便業 3,276 2,412 29 1.2 864 7 0.8

　卸売業，小売業 7,576 4,421 37 0.8 3,155 39 1.2

　金融業，保険業 1,142 620 9 1.5 522 10 1.9

　不動産業,物品賃貸業 347 323 5 1.5 24 0 0.0

　学術研究,専門・技術サービス業 832 561 1 0.2 271 1 0.4

　宿泊業，飲食サービス業 1,947 1,629 20 1.2 318 6 1.9

　生活関連サービス業，娯楽業 1,215 777 36 4.6 438 1 0.2

　教育,学習支援業 2,327 1,628 5 0.3 699 9 1.3

　医療，福祉 12,613 8,042 113 1.4 4,571 77 1.7

　複合サービス事業 1,595 - - - 1,595 25 1.6

　サービス業(他に分類されないもの） 4,256 3,086 30 1.0 1,170 14 1.2

中 　小 　企 　業
区　　分

大 　 企 　 業

注： 割合については単純計算であり、障害者の法定雇用率とは一致しない。
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(3) 職種別 

常用労働者のうち管理・監督的業務に従事する者の男女比は、男性が 81.5％、女性が 18.5％となって

いる。（第７表） 

 

第７表 産業別・規模別・性別 管理・監督的業務従事状況 

 
 

 

(4) 雇用形態別 

常用労働者のうち正社員の割合は 67.4％となっている。男性の常用労働者のうち正社員の割合は

80.1％で、女性の常用労働者のうち正社員の割合は 52.3％となっている。（第８表） 

 

第８表 常用労働者の産業別・性別・雇用形態別構成 

 

常    用
労働者数

管理・監督
的業務

うち
男性

割合
うち
女性

割合
常    用

労働者数
管理・監督

的業務
うち
男性

割合
うち
女性

割合
常    用

労働者数
管理・監督

的業務
うち
男性

割合
うち
女性

割合

人 人 人 ％ 人 ％ 人 人 人 ％ 人 ％ 人 人 人 ％ 人 ％

 産  業  計 58,781 5,080 4,138 81.5 942 18.5 39,587 3,561 2,913 81.8 648 18.2 19,194 1,519 1,225 80.6 294 19.4

　鉱業,採石業,砂利採取業 133 14 14 100.0 0 0.0 86 12 12 100.0 0 0.0 47 2 2 100.0 0 0.0

　建　設　業 5,173 775 733 94.6 42 5.4 4,793 719 677 94.2 42 5.8 380 56 56 100.0 0 0.0

　製　造　業 14,847 1,313 1,190 90.6 123 9.4 10,574 942 834 88.5 108 11.5 4,273 371 356 96.0 15 4.0

　電気・ガス・熱供給・水道業 438 81 80 98.8 1 1.2 253 33 32 97.0 1 3.0 185 48 48 100.0 0 0.0

　情報通信業 1,064 166 150 90.4 16 9.6 382 58 51 87.9 7 12.1 682 108 99 91.7 9 8.3

　運輸業，郵便業 3,276 228 214 93.9 14 6.1 2,412 168 156 92.9 12 7.1 864 60 58 96.7 2 3.3

　卸売業，小売業 7,576 559 469 83.9 90 16.1 4,421 385 316 82.1 69 17.9 3,155 174 153 87.9 21 12.1

　金融業，保険業 1,142 217 176 81.1 41 18.9 620 128 97 75.8 31 24.2 522 89 79 88.8 10 11.2

　不動産業,物品賃貸業 347 21 17 81.0 4 19.0 323 12 8 66.7 4 33.3 24 9 9 100.0 0 0.0

　学術研究,専門・技術サービス業 832 144 131 91.0 13 9.0 561 109 98 89.9 11 10.1 271 35 33 94.3 2 5.7

　宿泊業，飲食サービス業 1,947 90 76 84.4 14 15.6 1,629 70 58 82.9 12 17.1 318 20 18 90.0 2 10.0

　生活関連サービス業，娯楽業 1,215 78 60 76.9 18 23.1 777 52 39 75.0 13 25.0 438 26 21 80.8 5 19.2

　教育,学習支援業 2,327 221 174 78.7 47 21.3 1,628 178 141 79.2 37 20.8 699 43 33 76.7 10 23.3

　医療，福祉 12,613 864 378 43.8 486 56.3 8,042 529 246 46.5 283 53.5 4,571 335 132 39.4 203 60.6

　複合サービス事業 1,595 102 94 92.2 8 7.8 - - - - - - 1,595 102 94 92.2 8 7.8

　サービス業(他に分類されないもの） 4,256 207 182 87.9 25 12.1 3,086 166 148 89.2 18 10.8 1,170 41 34 82.9 7 17.1

大 　 企 　 業
区　　分

規 模 計 中 　小 　企 　業

常    用
労働者数

うち
正社員

割合
う ち

正社員以外
割合 男性

うち
正社員

割合
う ち

正社員以外
割合 女性

うち
正社員

割合
う ち

正社員以外
割合

人 人 ％ 人 ％ 人 人 ％ 人 ％ 人 人 ％ 人 ％

 産  業  計 58,781 39,617 67.4 19,164 32.6 31,913 25,552 80.1 6,361 19.9 26,868 14,065 52.3 12,803 47.7

　鉱業,採石業,砂利採取業 133 101 75.9 32 24.1 116 95 81.9 21 18.1 17 6 35.3 11 64.7

　建　設　業 5,173 4,686 90.6 487 9.4 4,385 4,033 92.0 352 8.0 788 653 82.9 135 17.1

　製　造　業 14,847 11,261 75.8 3,586 24.2 9,338 8,117 86.9 1,221 13.1 5,509 3,144 57.1 2,365 42.9

　電気・ガス・熱供給・水道業 438 373 85.2 65 14.8 390 346 88.7 44 11.3 48 27 56.3 21 43.8

　情報通信業 1,064 966 90.8 98 9.2 756 726 96.0 30 4.0 308 240 77.9 68 22.1

　運輸業，郵便業 3,276 2,802 85.5 474 14.5 2,814 2,477 88.0 337 12.0 462 325 70.3 137 29.7

　卸売業，小売業 7,576 3,744 49.4 3,832 50.6 3,784 2,635 69.6 1,149 30.4 3,792 1,109 29.2 2,683 70.8

　金融業，保険業 1,142 839 73.5 303 26.5 510 452 88.6 58 11.4 632 387 61.2 245 38.8

　不動産業,物品賃貸業 347 183 52.7 164 47.3 146 121 82.9 25 17.1 201 62 30.8 139 69.2

　学術研究,専門・技術サービス業 832 694 83.4 138 16.6 606 533 88.0 73 12.0 226 161 71.2 65 28.8

　宿泊業，飲食サービス業 1,947 811 41.7 1,136 58.3 691 403 58.3 288 41.7 1,256 408 32.5 848 67.5

　生活関連サービス業，娯楽業 1,215 459 37.8 756 62.2 558 309 55.4 249 44.6 657 150 22.8 507 77.2

　教育,学習支援業 2,327 1,115 47.9 1,212 52.1 1,191 618 51.9 573 48.1 1,136 497 43.8 639 56.3

　医療，福祉 12,613 8,523 67.6 4,090 32.4 2,948 2,264 76.8 684 23.2 9,665 6,259 64.8 3,406 35.2

　複合サービス事業 1,595 1,077 67.5 518 32.5 1,176 875 74.4 301 25.6 419 202 48.2 217 51.8

　サービス業(他に分類されないもの） 4,256 1,983 46.6 2,273 53.4 2,504 1,548 61.8 956 38.2 1,752 435 24.8 1,317 75.2

区　　分
計 男性 女性
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３ 初任給 

 

令和３年度の確定初任給は、高校卒事務・技術 164,588 円、高校卒生産 168,244 円、専門学校卒事務・

技術 181,449 円、専門学校卒生産 174,704 円、短大・高専卒事務・技術 180,846 円、短大・高専卒生産

172,025 円、大学卒事務・技術 200,242 円、大学卒生産 199,711 円、大学院卒事務・技術 221,009 円となっ

ている。 

また、短大・高専卒（60 人）のうち県外短大・高専卒は 5 人（8.3%）、大学卒（281 人）のうち県外大学卒は

105 人（37.4％）、大学院卒（18 人）のうち県外大学院卒は 7 人（38.9%）であった。（第９表） 

 

第９表 初任給 

 
 

事務・技術 人数 生産 人数 事務･技術 人数 生産 人数 事務・技術 人数 県外 生産 人数 県外

 規　模　計 164,588 86 168,244 179 181,449 161 174,704 37 180,846 52 5 172,025 8 0

  対前年増減率（％） 1.4% 4.6% -3.0% -1.6% 6.1% 0.3%

 中 小 企 業 162,517 63 166,905 104 182,429 107 173,326 25 174,638 29 2 X 5 -

　鉱業,採石業,砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - -

　建　設　業 173,143 28 173,359 23 180,150 20 185,180 5 X 2 - - - -

　製　造　業 168,667 3 163,981 63 175,750 4 173,743 7 X 1 - X 4 -

　電気・ガス・熱供給・水道業 X 1 - - X 1 - - X 2 - - - -

　情報通信業 - - - - 174,160 7 - - - - - - - -

　運輸業，郵便業 134,233 3 160,233 3 - - - - - - - - - -

　卸売業，小売業 155,311 7 170,250 4 176,467 3 X 1 160,000 3 - - - -

　金融業，保険業 - - - - X 1 - - - - - - - -

　不動産業,物品賃貸業 - - - - - - - - - - - - - -

　学術研究,専門・技術サービス業 X 2 - - 164,733 3 - - X 1 - - - -

　宿泊業，飲食サービス業 157,143 7 171,080 5 X 1 160,128 4 - - - - - -

　生活関連サービス業，娯楽業 - - X 1 X 2 X 1 X 2 2 - - -

　教育,学習支援業 X 1 - - 160,733 6 - - X 1 - - - -

　医療，福祉 147,689 9 - - 190,247 58 153,383 4 175,324 16 - X 1 -

　複合サービス事業 - - - - - - - - - - - - - -

　サービス業(他に分類されないもの） X 2 175,390 5 X 1 186,000 3 X 1 - - - -

 大　企　業 170,262 23 170,101 75 179,509 54 177,576 12 188,674 23 3 180,933 3 -

　鉱業,採石業,砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - -

　建　設　業 X 1 - - - - - - - - - - - -

　製　造　業 168,700 6 170,350 64 - - 179,167 6 X 1 - 180,933 3 -

　電気・ガス・熱供給・水道業 X 1 - - - - - - - - - - - -

　情報通信業 - - - - - - - - X 1 - - - -

　運輸業，郵便業 - - 166,000 4 - - X 1 - - - - - -

　卸売業，小売業 X 2 172,850 6 171,250 3 191,720 3 X 1 1 - - -

　金融業，保険業 - - - - X 2 - - 166,800 3 - - - -

　不動産業,物品賃貸業 - - - - - - - - - - - - - -

　学術研究,専門・技術サービス業 183,000 4 - - X 2 - - - - - - - -

　宿泊業，飲食サービス業 - - - - X 1 X 1 - - - - - -

　生活関連サービス業，娯楽業 - - - - X 2 - - - - - - - -

　教育,学習支援業 - - - - X 1 - - X 1 1 - - -

　医療，福祉 146,900 4 - - 182,033 42 X 1 195,406 16 1 - - -

　複合サービス事業 X 1 - - X 1 - - - - - - - -

　サービス業(他に分類されないもの） 183,000 4 X 1 - - - - - - - - - -

区  　分

高　　校　　卒 専　門　学　校　卒 短　大　・　高　専　卒
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事務・技術 人数 県外 生産 人数 県外 事務・技術 人数 県外 生産 人数 県外

 規　模　計 200,242 232 81 199,711 49 24 221,009 16 6 X 2 1

  対前年増減率（％） 0.0% 2.8% -0.4% -

 中 小 企 業 199,135 135 47 200,026 39 18 217,838 4 2 X 2 1

　鉱業,採石業,砂利採取業 - - - - - - - - - - - -

　建　設　業 202,623 22 7 189,401 3 - X 2 - - - -

　製　造　業 200,894 18 11 209,935 23 11 X 2 2 - - -

　電気・ガス・熱供給・水道業 211,406 3 2 - - - - - - - - -

　情報通信業 197,394 16 4 - - - - - - - - -

　運輸業，郵便業 X 1 - - - - - - - - - -

　卸売業，小売業 199,420 12 5 X 2 1 - - - - - -

　金融業，保険業 180,520 5 2 - - - - - - - - -

　不動産業,物品賃貸業 X 2 1 - - - - - - - - -

　学術研究,専門・技術サービス業 X 1 1 213,200 4 2 - - - X 2 1

　宿泊業，飲食サービス業 204,333 3 - X 2 2 - - - - - -

　生活関連サービス業，娯楽業 - - - - - - - - - - - -

　教育,学習支援業 200,340 6 2 - - - - - - - - -

　医療，福祉 200,430 43 10 X 2 - - - - - - -

　複合サービス事業 - - - - - - - - - - - -

　サービス業(他に分類されないもの） 196,167 3 2 175,167 3 2 - - - - - -

 大　企　業 201,784 97 34 198,482 10 6 222,067 12 4 - - -

　鉱業,採石業,砂利採取業 - - - - - - X 1 - - - -

　建　設　業 240,000 3 3 - - - - - - - - -

　製　造　業 206,792 13 6 X 1 - 228,086 7 3 - - -

　電気・ガス・熱供給・水道業 - - - X 2 2 - - - - - -

　情報通信業 200,517 12 3 - - - X 2 - - - -

　運輸業，郵便業 210,950 3 1 186,000 3 3 X 1 - - - -

　卸売業，小売業 196,304 8 4 199,033 3 1 X 1 1 - - -

　金融業，保険業 199,835 11 6 - - - - - - - - -

　不動産業,物品賃貸業 - - - - - - - - - - - -

　学術研究,専門・技術サービス業 176,733 3 3 - - - - - - - - -

　宿泊業，飲食サービス業 X 1 - X 1 - - - - - - -

　生活関連サービス業，娯楽業 X 1 1 - - - - - - - - -

　教育,学習支援業 180,850 3 1 - - - - - - - - -

　医療，福祉 207,951 34 4 - - - - - - - - -

　複合サービス事業 174,178 5 2 - - - - - - - - -

　サービス業(他に分類されないもの） - - - - - - - - - - - -

大　　学　　院　　卒

区  　分

大　　学　　卒
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４ 労働時間制度 

 

(1) 日・週所定労働時間 

１日の所定労働時間の平均は７時間 45 分、１週の所定労働時間の平均は 39 時間となっている。規模 

別に見ると、中小企業は１日あたり７時間 44 分、１週あたり 39 時間 4 分、大企業は１日あたり７時間 45 分、

１週あたり 38 時間 46 分となっている。 

また、産業別にみると、１日あたりでは「医療,福祉」、1 週あたりでは「建設業」が最も長い。（第 10 表） 

 

第 10 表 日所定・週所定労働時間 

 
 

日所定 週所定 日所定 週所定 日所定 週所定

時間：分 時間：分 時間：分 時間：分 時間：分 時間：分

産業計 7:45 39:00 7:44 39:04 7:45 38:46

　鉱業,採石業,砂利採取業 7:37 37:56 7:41 38:28 X X

　建　設　業 7:44 39:37 7:44 39:38 7:51 39:18

　製　造　業 7:49 39:18 7:48 39:21 7:50 38:47

　電気・ガス・熱供給・水道業 7:39 37:50 7:38 37:29 7:40 38:20

　情報通信業 7:48 39:02 7:47 38:58 7:51 39:11

　運輸業，郵便業 7:46 39:18 7:48 39:24 7:42 39:00

　卸売業，小売業 7:36 38:10 7:31 37:51 7:46 38:57

　金融業，保険業 7:31 37:45 7:34 37:53 7:29 37:39

　不動産業,物品賃貸業 7:45 38:54 7:44 38:48 X X

　学術研究,専門・技術サービス業 7:35 38:07 7:33 37:57 7:42 38:32

　宿泊業，飲食サービス業 7:38 38:37 7:40 38:58 7:31 37:01

　生活関連サービス業，娯楽業 7:39 38:59 7:38 38:55 7:41 39:08

　教育,学習支援業 7:51 38:37 7:50 39:22 7:52 35:08

　医療，福祉 7:54 39:27 7:54 39:27 7:53 39:28

　複合サービス事業 7:47 39:03 - - 7:47 39:03

　サービス業(他に分類されないもの） 7:45 39:13 7:46 39:24 7:31 37:38

規模計 中小企業 大企業
区　分
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(2) １日の所定労働時間 

１日の所定労働時間別の事業所の割合をみると、８時間の事業所が 54.6%と最も高くなっている。（第 11 表） 

 

第 11 表 １日の所定労働時間 

 
 

第１図 １日の所定労働時間別事業所割合 

 

6:30 7:00 7:30 8:01

～ ～ ～ ～ 8:00 ～

6:29 6:59 7:29 7:59

規 模 計 7:45 1.9 0.8 7.2 34.4 54.6 1.1

(7:45)

 中小企業計 7:44 2.2 1.0 6.3 33.7 55.7 1.2

(7:46)

　鉱業,採石業,砂利採取業 7:41 66.7 33.3

　建　設　業 7:44 0.6 6.5 45.2 47.1 0.6

　製　造　業 7:48 0.9 0.9 2.7 41.3 51.6 2.7

　電気・ガス・熱供給・水道業 7:38 28.6 57.1 14.3

　情報通信業 7:47 10.0 30.0 60.0

　運輸業，郵便業 7:48 5.1 5.1 30.5 55.9 3.4

　卸売業，小売業 7:31 9.4 0.6 5.3 31.2 53.5

　金融業，保険業 7:34 5.9 5.9 47.1 41.2

　不動産業,物品賃貸業 7:44 8.3 41.7 50.0

　学術研究,専門・技術サービス業 7:33 5.0 10.0 30.0 55.0

　宿泊業，飲食サービス業 7:40 2.7 24.3 13.5 59.5

　生活関連サービス業，娯楽業 7:38 3.7 3.7 11.1 33.3 48.1

　教育,学習支援業 7:50 3.6 32.1 64.3

　医療，福祉 7:54 0.6 5.6 12.2 80.6 1.1

　複合サービス事業 -

　サービス業(他に分類されないもの） 7:46 2.3 8.1 48.8 39.5 1.2

 大企業計 7:45 0.7 10.4 37.1 50.7 1.1

(7:42)

　鉱業,採石業,砂利採取業 X

　建　設　業 7:51 44.4 55.6

　製　造　業 7:50 5.6 38.9 55.6

　電気・ガス・熱供給・水道業 7:40 100.0

　情報通信業 7:51 40.0 60.0

　運輸業，郵便業 7:42 15.0 45.0 40.0

　卸売業，小売業 7:46 5.7 38.6 55.7

　金融業，保険業 7:29 71.4 9.5 19.0

　不動産業,物品賃貸業 X

　学術研究,専門・技術サービス業 7:42 25.0 37.5 37.5

　宿泊業，飲食サービス業 7:31 12.5 25.0 62.5

　生活関連サービス業，娯楽業 7:41 72.7 27.3

　教育,学習支援業 7:52 66.7 16.7 16.7

　医療，福祉 7:53 3.5 22.8 70.2 3.5

　複合サービス事業 7:47 46.2 53.8

　サービス業(他に分類されないもの） 7:31 9.1 9.1 36.4 45.5

区        分

1日の所定労働時間別事業所割合

平均所定
労働時間

単位：％、（　　　）は前年の数値
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(3) 週所定労働時間 

週所定労働時間別の事業所の割合をみると、40 時間の事業所が 56.5％と最も高くなっている。また、週

所定労働時間が 40 時間を超える事業所割合は中小企業のほうが多くなっている。（第 12 表、第２図） 

週所定労働時間の平均を労働組合の有無別にみると、中小企業、大企業とも労働組合の有る事業所の

方が短くなっている。（第 13 表） 

 

第 12 表 週所定労働時間 

 

単位：％、（　　　）は前年の数値

38:00 40:01 42:00 44:01

～ ～ 40:00 ～ ～ 44:00 ～

37:59 39:59 41:59 43:59

産　 業　 計 39:00 18.5 22.2 56.5 0.5 0.8 0.2 1.2

(39：05)

中小企業計 39:04 15.8 23.2 57.7 0.7 0.8 0.3 1.6

(39:15)

　鉱業,採石業,砂利採取業 38:28 66.7 33.3

　建　設　業 39:38 13.4 29.5 49.7 0.7 2.0 4.7

　製　造　業 39:21 12.6 32.0 50.9 0.5 1.4 0.5 2.3

　電気・ガス・熱供給・水道業 37:29 71.4 14.3 14.3

　情報通信業 38:58 20.0 20.0 60.0

　運輸業，郵便業 39:24 15.3 22.0 57.6 1.7 1.7 1.7

　卸売業，小売業 37:51 21.4 16.1 60.1 0.6 0.6 1.2

　金融業，保険業 37:53 23.5 35.3 41.2

　不動産業,物品賃貸業 38:48 25.0 25.0 50.0

　学術研究,専門・技術サービス業 37:57 25.0 20.0 55.0

　宿泊業，飲食サービス業 38:58 10.8 8.1 81.1

　生活関連サービス業，娯楽業 38:55 14.8 18.5 66.7

　教育,学習支援業 39:22 14.3 28.6 57.1

　医療，福祉 39:27 13.0 10.2 76.3 0.6

　複合サービス事業 -

　サービス業(他に分類されないもの） 39:24 14.1 37.6 42.4 3.5 2.4

大企業計 38:46 28.8 18.2 52.2 0.7

(38：25)

　鉱業,採石業,砂利採取業 X

　建　設　業 39:18 11.1 33.3 55.6

　製　造　業 38:47 33.3 22.2 44.4

　電気・ガス・熱供給・水道業 38:20 100.0

　情報通信業 39:11 20.0 20.0 60.0

　運輸業，郵便業 39:00 26.3 31.6 42.1

　卸売業，小売業 38:57 33.8 10.3 52.9 2.9

　金融業，保険業 37:39 81.0 19.0

　不動産業,物品賃貸業 X

　学術研究,専門・技術サービス業 38:32 25.0 37.5 37.5

　宿泊業，飲食サービス業 37:01 25.0 75.0

　生活関連サービス業，娯楽業 39:08 9.1 63.6 27.3

　教育,学習支援業 35:08 33.3 50.0 16.7

　医療，福祉 39:28 14.0 8.8 77.2

　複合サービス事業 39:03 26.9 11.5 61.5

　サービス業(他に分類されないもの） 37:38 20.0 30.0 50.0

区　　　分
平均所定
労働時間

週 所 定 労 働 時 間 別 事 業 所 割 合
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第２図 週所定労働時間別事業所割合 

 
 

 

 

第 13 表  労働組合有無別週所定労働時間 

 
 

労組有 労組無 労組有 労組無

産 業 計 38時間39分 39時間7分 38時間34分 39時間4分

区　分
中小企業 大 企 業
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(4) 変形労働時間制の採用状況 

変形労働時間制を採用している事業所の割合は 67.2％で、規模別にみると、中小企業は 67.2％、大企

業は67.1％となっている。また、全体の39.2％が「１年単位の変形労働時間制」を採用している。（第14表、

第３図） 

 

第 14 表  変形労働時間制の形態別事業所 

   

          単位：％

１ヶ月単位 １年単位 フレックス
タイム その他

％ ％ ％ ％

産　 業　 計 100.0 67.2 26.3 39.2 4.5 1.3 32.8

中小企業計 100.0 67.2 22.4 43.9 2.8 1.5 32.8

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0 66.7 33.3 33.3 33.3

　建　設　業 100.0 70.1 10.8 59.9 1.9 29.9

　製　造　業 100.0 64.0 8.0 56.0 2.2 0.4 36.0

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 57.1 42.9 28.6 14.3 42.9

　情報通信業 100.0 30.0 10.0 10.0 10.0 70.0

　運輸業，郵便業 100.0 89.8 23.7 66.1 1.7 10.2

　卸売業，小売業 100.0 64.1 16.2 40.7 1.2 6.6 35.9

　金融業，保険業 100.0 35.3 5.9 11.8 17.6 64.7

　不動産業,物品賃貸業 100.0 66.7 8.3 50.0 8.3 33.3

　学術研究,専門・技術サービス業 100.0 42.9 4.8 33.3 4.8 57.1

　宿泊業，飲食サービス業 100.0 79.5 46.2 30.8 2.6 2.6 20.5

　生活関連サービス業，娯楽業 100.0 77.8 63.0 25.9 7.4 22.2

　教育,学習支援業 100.0 72.4 27.6 44.8 3.4 27.6

　医療，福祉 100.0 65.9 45.8 22.3 1.7 0.6 34.1

　複合サービス事業 - - - - - - -

　サービス業(他に分類されないもの） 100.0 70.9 29.1 44.2 4.7 1.2 29.1

大企業計 100.0 67.1 40.4 21.8 10.7 0.4 32.9

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0 100.0 100.0

　建　設　業 100.0 22.2 11.1 22.2 77.8

　製　造　業 100.0 77.8 11.1 61.1 11.1 22.2

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 60.0 60.0 20.0 40.0

　情報通信業 100.0 60.0 20.0 40.0 40.0

　運輸業，郵便業 100.0 85.0 55.0 20.0 10.0 15.0

　卸売業，小売業 100.0 76.1 35.2 29.6 12.7 1.4 23.9

　金融業，保険業 100.0 100.0

　不動産業,物品賃貸業 100.0 100.0

　学術研究,専門・技術サービス業 100.0 62.5 37.5 12.5 25.0 37.5

　宿泊業，飲食サービス業 100.0 87.5 87.5 12.5

　生活関連サービス業，娯楽業 100.0 91.7 41.7 58.3 16.7 8.3

　教育,学習支援業 100.0 50.0 16.7 33.3 50.0

　医療，福祉 100.0 73.7 63.2 14.0 3.5 26.3

　複合サービス事業 100.0 76.9 61.5 7.7 19.2 23.1

　サービス業(他に分類されないもの） 100.0 45.5 27.3 18.2 9.1 54.5

変形労働
時間制なし

事業所計区     分

 変 形 労 働 時 間 制 あ り

注：複数の変形労働時間制を採用している事業所があるため、内訳の合計と「変形労働時間制あり」の合計は
必ずしも一致しない。
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第３図 変形労働時間制の採用状況 

 
 

注： 複数の変形労働時間制を採用している事業所があるため、内訳の合計と「変形労働時間制あり」の合計は

必ずしも一致しない。 

採用あり, 

67.2 

１か月単位, 
22.4 

１年単位, 
43.9 

フレックスタ

イム, 2.8 

その他, 1.5 

採用なし, 
32.8 

中小企業

採用あり, 

67.1 

１か月単位, 
40.4 

１年単位, 

21.8 フレックスタ

イム, 10.7 

その他, 0.4 

採用なし, 
32.9 

大企業
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(5) 週休制の概況 

何らかの週休２日制を採用している事業所の割合は 84.4％となっている。 

対象事業所全体の 36.0％が「完全週休２日制」を採用しているが、規模別、産業別でみると「完全週休２

日制」の採用率に大きく差がある。（第 15 表、第４図） 

何らかの週休２日制の適用を受ける労働者は、全労働者の 86.3％となっている。また、「完全週休２日制」

の適用を受ける労働者は、全体の 38.2％となっている。（第 16 表） 

労働組合の有無別にみると、完全週休２日制の採用率は、中小企業では労働組合の有る事業所で

39.0％、無い事業所で 31.9％となっている。一方、大企業では労働組合の有る事業所で 51.8％、無い事

業所で 41.1％となっている。（第 17 表） 

 

第 15 表 週休制の形態別事業所割合（産業別） 

 

単位：％

週休１日制

１日半制

月１～３回

週休２日制

完全

週休２日制

完全週休２日制

より多い

 規　模　計 100.0 3.5 37.6 36.0 10.8 12.1

 中小企業計 100.0 4.2 40.9 32.8 9.6 12.5

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0 33.3 66.7

　建　設　業 100.0 2.0 59.7 23.5 7.4 7.4

　製　造　業 100.0 1.4 48.4 29.7 9.6 11.0

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 42.9 28.6 28.6

　情報通信業 100.0 10.0 50.0 30.0 10.0

　運輸業，郵便業 100.0 10.3 53.4 15.5 8.6 12.1

　卸売業，小売業 100.0 6.1 39.6 29.9 7.3 17.1

　金融業，保険業 100.0 5.9 82.4 11.8

　不動産業,物品賃貸業 100.0 50.0 33.3 16.7

　学術研究,専門・技術サービス業 100.0 4.8 14.3 66.7 4.8 9.5

　宿泊業，飲食サービス業 100.0 8.1 40.5 18.9 8.1 24.3

　生活関連サービス業，娯楽業 100.0 7.7 34.6 23.1 7.7 26.9

　教育,学習支援業 100.0 6.9 31.0 48.3 10.3 3.4

　医療，福祉 100.0 2.8 21.5 42.9 16.9 15.8

　複合サービス事業 - - - - - -

　サービス業(他に分類されないもの） 100.0 9.6 44.6 36.1 2.4 7.2

 大企業計 100.0 0.7 25.3 47.6 15.4 11.0

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0 100.0

　建　設　業 100.0 77.8 22.2

　製　造　業 100.0 15.8 52.6 26.3 5.3

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 80.0 20.0

　情報通信業 100.0 20.0 80.0

　運輸業，郵便業 100.0 35.0 20.0 35.0 10.0

　卸売業，小売業 100.0 1.5 30.9 45.6 10.3 11.8

　金融業，保険業 100.0 71.4 28.6

　不動産業,物品賃貸業 100.0 100.0

　学術研究,専門・技術サービス業 100.0 12.5 75.0 12.5

　宿泊業，飲食サービス業 100.0 25.0 37.5 37.5

　生活関連サービス業，娯楽業 100.0 66.7 8.3 25.0

　教育,学習支援業 100.0 66.7 33.3

　医療，福祉 100.0 1.9 29.6 31.5 18.5 18.5

　複合サービス事業 100.0 32.0 56.0 4.0 8.0

　サービス業(他に分類されないもの） 100.0 20.0 70.0 10.0

区　　　分 その他
事業所

計

何らかの週休制
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第 16 表 週休制の形態別適用労働者の割合 

 
 

 

第４図  完全週休２日制の規模別採用事業所割合 

 
 

 

第 17 表 労働組合の有無別週休制の採用状況（事業所割合） 

 
 

単位：％

週休１日制

１日半制

月１～３回

週休２日制

完全

週休２日制

完全週休２日制より

多い

規模計 100.0 1.7 32.8 38.2 15.3 12.0

中小企業 100.0 2.3 35.1 35.3 14.0 13.3

大 企 業 100.0 0.5 27.9 44.3 17.9 9.4

その他

適
用
労
働
者

区   分 合 計
何らかの週休制

単位：％

週休１日制

１日半制

月１～３回

週休２日制

完全

週休２日制

完全週休２日制

より多い

労組有 100.0 2.5 33.3 39.0 13.0 12.2

労組無 100.0 4.5 41.9 31.9 9.2 12.5

労組有 100.0 0.6 22.3 51.8 16.9 8.4

労組無 100.0 0.9 29.9 41.1 13.1 15.0

その他

大企業

区   分 合 計

中小企業

何らかの週休制
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(6) 勤務間インターバル制度の概況 

勤務間インターバル制度を導入している事業所の割合は 7.1％で、規模別にみると、中小企業は 5.3％、

大企業は 14.0％となっている。（第 18 表） 

 

第 18 表 勤務間インターバル制度導入状況別事業所割合（産業別） 

 
 

第５図  勤務間インターバル制度導入事業所における平均間隔時間 

 

単位：％

 規　模　計 100.0 7.1 7.4 85.5

 中小企業計 100.0 5.3 6.5 88.2

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0 100.0

　建　設　業 100.0 2.6 9.7 87.7

　製　造　業 100.0 9.0 6.3 84.7

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 28.6 71.4

　情報通信業 100.0 10.0 20.0 70.0

　運輸業，郵便業 100.0 15.0 1.7 83.3

　卸売業，小売業 100.0 4.8 8.4 86.8

　金融業，保険業 100.0 17.6 5.9 76.5

　不動産業,物品賃貸業 100.0 100.0

　学術研究,専門・技術サービス業 100.0 15.0 20.0 65.0

　宿泊業，飲食サービス業 100.0 3.0 9.1 87.9

　生活関連サービス業，娯楽業 100.0 7.4 92.6

　教育,学習支援業 100.0 3.4 96.6

　医療，福祉 100.0 1.7 2.8 95.5

　複合サービス事業 - - - -

　サービス業(他に分類されないもの） 100.0 5.8 94.2

 大企業計 100.0 14.0 10.4 75.6

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0 50.0 50.0

　建　設　業 100.0 22.2 77.8

　製　造　業 100.0 31.6 15.8 52.6

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 40.0 60.0

　情報通信業 100.0 20.0 20.0 60.0

　運輸業，郵便業 100.0 36.8 63.2

　卸売業，小売業 100.0 22.5 8.5 69.0

　金融業，保険業 100.0 9.5 28.6 61.9

　不動産業,物品賃貸業 100.0 100.0

　学術研究,専門・技術サービス業 100.0 100.0

　宿泊業，飲食サービス業 100.0 100.0

　生活関連サービス業，娯楽業 100.0 16.7 8.3 75.0

　教育,学習支援業 100.0 100.0

　医療，福祉 100.0 1.8 14.0 84.2

　複合サービス事業 100.0 4.0 4.0 92.0

　サービス業(他に分類されないもの） 100.0 9.1 90.9

区　　　分
事業所

計
導入済

導入予定
（検討中）

導入予定
（検討）

なし
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５ 年間休日数 

 

   平均年間休日数は、111.2 日となっており、規模別にみると、中小企業が 109.9 日、大企業が 116.0 日で、

大企業の方が 6.１日多くなっている。 

産業別にみると、休日が最も多いのは中小企業が「金融業,保険業」で 126.3 日、大企業が「教育,学習支

援業」で 124.5 日となっている。（第 19 表） 

 

第 19 表  年間休日数 

 
  ＊未回答の事業所があるため、必ずしも全体の集計事業所数と一致しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年間休日数 事業所数 年間休日数 事業所数 年間休日数 事業所数

産業計 111.2 1,316 109.9 1,038 116.0 278

　鉱業,採石業,砂利採取業 119.4 5 117.3 3 X 2

　建　設　業 107.3 166 106.3 157 123.7 9

　製　造　業 112.3 243 111.7 225 120.3 18

　電気・ガス・熱供給・水道業 119.8 12 119.6 7 120.2 5

　情報通信業 117.6 14 117.4 10 118.0 4

　運輸業，郵便業 105.3 79 103.3 59 111.4 20

　卸売業，小売業 108.6 239 106.6 168 113.3 71

　金融業，保険業 124.1 38 126.3 17 122.2 21

　不動産業,物品賃貸業 110.9 13 110.0 12 X 1

　学術研究,専門・技術サービス業 117.3 28 115.6 20 121.4 8

　宿泊業，飲食サービス業 103.3 46 101.8 38 110.3 8

　生活関連サービス業，娯楽業 100.3 38 99.0 27 103.5 11

　教育,学習支援業 119.5 35 118.5 29 124.5 6

　医療，福祉 116.0 237 115.8 180 116.5 57

　複合サービス事業 116.6 26 - - 116.6 26

　サービス業(他に分類されないもの） 109.3 97 108.3 86 117.7 11

規　模　計 中小企業 大企業
区       分

単位：日、事業所
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６ 年次有給休暇 

 

(1) 年次有給休暇取得状況の概況 

年次有給休暇の付与日数（繰り越し分は除く）の平均は、全体で 17.1 日となっている。また、取得日数は

9.5 日で、取得率は 55.6％となっている。取得率を産業別にみると「複合サービス事業」が最も高く、「宿泊

業,飲食サービス業」が最も低くなっている。（第 20 表） 

労働組合の有無別にみると、年次有給休暇の付与日数は、労働組合の有る事業所では中小企業が

17.9 日、大企業が 18.2 日となっており、いずれも労働組合の無い事業所より多くなっている。（第 21 表） 

 

第 20 表 年次有給休暇の付与・取得状況 

 
      

 

 

第 21 表 労働組合の有無別年次有給休暇の付与・取得状況 

 

付与
日数

取得
日数

取得率
付与
日数

取得
日数

取得率
付与
日数

取得
日数

取得率

日 日 ％ 日 日 ％ 日 日 ％

 産 業 計 17.1 9.5 55.6 16.9 8.9 52.7 17.7 10.9 61.6

　鉱業,採石業,砂利採取業 18.1 13.8 76.2 17.2 11.9 69.2 19.8 17.4 87.9

　建　設　業 17.4 9.5 54.6 17.3 9.4 54.3 18.4 11.5 62.5

　製　造　業 17.9 10.1 56.4 17.6 9.1 51.7 18.4 12.1 65.8

　電気・ガス・熱供給・水道業 19.0 13.4 70.5 18.6 12.9 69.4 19.6 14.3 73.0

　情報通信業 17.8 11.1 62.4 17.7 10.9 61.6 17.9 11.2 62.6

　運輸業，郵便業 16.9 9.9 58.6 16.4 8.3 50.6 18.5 14.3 77.3

　卸売業，小売業 16.3 8.6 52.8 16.2 7.5 46.3 16.4 10.2 62.2

　金融業，保険業 17.7 10.0 56.5 17.1 10.1 59.1 18.4 9.9 53.8

　不動産業,物品賃貸業 14.9 7.2 48.3 14.6 6.9 47.3 18.3 11.2 61.2

　学術研究,専門・技術サービス業 17.7 9.8 55.4 16.9 8.6 50.9 19.4 12.3 63.4

　宿泊業，飲食サービス業 14.5 5.3 36.6 14.1 5.0 35.5 16.2 6.6 40.7

　生活関連サービス業，娯楽業 16.0 7.9 49.4 16.3 7.5 46.0 15.4 8.6 55.8

　教育,学習支援業 17.6 8.2 46.6 17.3 8.3 48.0 18.3 8.1 44.3

　医療，福祉 16.6 9.2 55.4 16.1 9.2 57.1 17.4 9.2 52.9

　複合サービス事業 18.6 15.2 81.7 - - - 18.6 15.2 81.7

　サービス業(他に分類されないもの） 17.4 9.2 52.9 18.0 9.9 55.0 15.4 7.1 46.1

大　企　業

区　　分

規　模　計 中 小 企 業

区　分 付与日数 取得日数 取 得 率

日 日 ％

規模計 17.1 9.5 55.6

労組有 18.0 11.4 63.3

労組無 16.7 8.6 51.5

中小企業 16.9 8.9 52.7

労組有 17.9 10.3 57.5

労組無 16.6 8.5 51.2

大企業 17.7 10.3 58.2

労組有 18.2 12.1 66.5

労組無 16.9 8.9 52.7
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(2) 年次有給休暇取得促進等に向けた制度の導入状況 

    年次有給休暇の取得促進等に向けて導入している制度の割合は、半日単位で取得できる制度で 75.2％、

時間単位で取得できる制度で 37.7％、計画的に付与する制度で 47.5％となっている。（第 22 表） 

 

 

第 22 表 年次有給休暇取得促進等に向けた制度の導入状況 

 
 

単位：％

規　模　計 75.2          37.7          47.5          3.1           

中小企業 71.8          35.0          44.5          3.3           

　鉱業,採石業,砂利採取業 66.7          -              -              -              

　建　設　業 79.0          33.1          43.3          2.5           

　製　造　業 75.1          27.6          43.6          4.0           

　電気・ガス・熱供給・水道業 85.7          14.3          28.6          42.9          

　情報通信業 80.0          20.0          40.0          -              

　運輸業，郵便業 63.3          15.0          45.0          5.0           

　卸売業，小売業 62.6          28.1          43.3          1.2           

　金融業，保険業 70.6          52.9          58.8          11.8          

　不動産業,物品賃貸業 66.7          8.3           41.7          -              

　学術研究,専門・技術サービス業 85.7          57.1          57.1          4.8           

　宿泊業，飲食サービス業 48.7          10.3          48.7          2.6           

　生活関連サービス業，娯楽業 44.4          22.2          55.6          3.7           

　教育,学習支援業 62.1          72.4          44.8          3.4           

　医療，福祉 80.0          61.7          41.7          2.8           

　複合サービス事業 - - - -

　サービス業(他に分類されないもの） 75.6          31.4          50.0          2.3           

大企業 87.9          47.7          58.7          2.5           

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0        -              50.0          -              

　建　設　業 88.9          44.4          88.9          -              

　製　造　業 100.0        42.1          52.6          -              

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0        60.0          20.0          40.0          

　情報通信業 100.0        40.0          80.0          -              

　運輸業，郵便業 75.0          15.0          45.0          5.0           

　卸売業，小売業 84.5          28.2          59.2          2.8           

　金融業，保険業 76.2          28.6          95.2          -              

　不動産業,物品賃貸業 100.0        100.0        100.0        -              

　学術研究,専門・技術サービス業 87.5          62.5          50.0          -              

　宿泊業，飲食サービス業 50.0          12.5          37.5          -              

　生活関連サービス業，娯楽業 100.0        8.3           91.7          -              

　教育,学習支援業 83.3          83.3          66.7          -              

　医療，福祉 91.2          80.7          43.9          -              

　複合サービス事業 100.0        88.5          65.4          -              

　サービス業(他に分類されないもの） 90.9          54.5          45.5          18.2          

区　　　　分 半日単位 時間単位 計画的に付与 その他
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７ 特別休暇制度 

 

特別休暇制度を導入している事業所は 95.6％で、うち夏季休暇が 35.4％、病気休暇が 31.7％、リフレッ

シュ休暇が 14.1％、ボランティア休暇が 9.6％、教育訓練休暇が 5.4％、骨髄ドナー休暇が 4.0％、慶弔休

暇が 92.5％、記念日休暇が 5.7％となっている。（第 23 表） 

 

第 23 表 特別休暇制度の導入状況 

 
注１ 「夏季休暇」とは、一般的に７月～９月の夏季の期間に与えられる休暇（休日を含む）をいう。 

注２ 「病気休暇」とは、本人が業務外の私傷病によって就労できない場合に認められる休暇をいう。 

注３ 「リフレッシュ休暇」とは、労働者の勤続年数の節目に（10 年、20 年等）、心身のリフレッシュを目的として与

えられる休暇をいう。 

注４ 「ボランティア休暇」とは、労働者が行う社会貢献活動を企業が支援するための休暇をいう。 

注５ 「教育訓練休暇（自己啓発のための休暇）」とは、労働者個人が、各種の教育訓練の受講や免許資格取得

等の自己啓発を行うために、取得できる休暇をいう。 

注６ 「骨髄ドナー休暇」とは、骨髄バンクを介した骨髄等提供のために入院をしたり、骨髄バンクにドナー登録

を申し出るために必要な検査を受ける場合に与えられる休暇をいう。 

注７ 「慶弔休暇」とは、自分自身や近親者の結婚・出産（慶事）、近親者の死亡などによる葬式(弔事・忌引)が

行われる場合に、社員が取得できる休暇をいう。 

注８ 「記念日休暇」とは、誕生日や結婚記念日などに取得できる休暇をいう。 

単位：％

規　模　計 95.6 35.4        31.7        14.1        9.6          5.4          4.0          92.5        5.7          25.3        

中小企業 94.5 35.8        29.8        8.6          3.7          4.9          2.0          90.8        4.7          21.1        

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0 -            33.3        33.3        33.3        -            33.3        100.0      -            33.3        

　建　設　業 96.2 47.8        25.5        5.1          3.2          5.7          2.5          91.1        1.3          19.7        

　製　造　業 94.7 37.8        20.0        6.2          1.8          2.2          0.4          89.8        4.0          16.4        

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 -            42.9        42.9        57.1        -            -            85.7        14.3        42.9        

　情報通信業 100.0 30.0        10.0        20.0        10.0        10.0        -            90.0        10.0        30.0        

　運輸業，郵便業 95.0 28.3        33.3        5.0          -            3.3          -            93.3        5.0          23.3        

　卸売業，小売業 87.7 33.9        24.6        7.6          0.6          2.3          -            84.2        7.0          18.1        

　金融業，保険業 100.0 35.3        52.9        29.4        11.8        -            -            100.0      17.6        52.9        

　不動産業,物品賃貸業 100.0 33.3        33.3        8.3          -            -            -            100.0      8.3          16.7        

　学術研究,専門・技術サービス業 100.0 42.9        33.3        9.5          9.5          9.5          4.8          95.2        -            28.6        

　宿泊業，飲食サービス業 82.1 7.7          15.4        5.1          -            -            -            79.5        15.4        12.8        

　生活関連サービス業，娯楽業 92.6 14.8        18.5        7.4          -            -            3.7          85.2        3.7          14.8        

　教育,学習支援業 93.1 31.0        51.7        10.3        3.4          -            3.4          93.1        -            34.5        

　医療，福祉 99.4 38.9        45.6        15.0        7.8          13.9        6.7          97.2        5.0          26.7        

　複合サービス事業 - - - - - - - - - -

　サービス業(他に分類されないもの） 96.5 36.0        -            4.7          4.7          3.5          -            93.0        1.2          18.6        

大企業 99.6 33.8        38.8        34.5        31.3        7.1          11.4        98.6        9.3          40.9        

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0 -            50.0        50.0        100.0      -            -            100.0      -            50.0        

　建　設　業 100.0 88.9        66.7        66.7        66.7        -            -            100.0      11.1        55.6        

　製　造　業 100.0 42.1        47.4        36.8        31.6        5.3          15.8        94.7        -            52.6        

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 60.0        -            60.0        60.0        40.0        40.0        100.0      -            20.0        

　情報通信業 100.0 40.0        80.0        -            20.0        -            20.0        100.0      -            20.0        

　運輸業，郵便業 100.0 15.0        80.0        45.0        55.0        -            5.0          100.0      15.0        30.0        

　卸売業，小売業 98.6 35.2        23.9        39.4        18.3        1.4          2.8          95.8        9.9          35.2        

　金融業，保険業 100.0 33.3        38.1        95.2        71.4        38.1        4.8          100.0      19.0        85.7        

　不動産業,物品賃貸業 100.0 100.0      -            -            -            -            -            100.0      -            -            

　学術研究,専門・技術サービス業 100.0 37.5        50.0        50.0        37.5        12.5        37.5        100.0      -            37.5        

　宿泊業，飲食サービス業 100.0 12.5        12.5        25.0        -            -            -            100.0      -            12.5        

　生活関連サービス業，娯楽業 100.0 -            25.0        -            25.0        -            -            100.0      50.0        8.3          

　教育,学習支援業 100.0 33.3        83.3        66.7        66.7        -            50.0        100.0      -            16.7        

　医療，福祉 100.0 28.1        29.8        12.3        8.8          7.0          12.3        100.0      5.3          47.4        

　複合サービス事業 100.0 53.8        65.4        11.5        50.0        7.7          30.8        100.0      7.7          38.5        

　サービス業(他に分類されないもの） 100.0 18.2        9.1          27.3        27.3        9.1          9.1          100.0      -            45.5        

区　　　　分 その他
教育訓練休暇

（自己啓発

のための休暇）

ボランティア

休暇
夏季休暇 病気休暇

慶弔休暇

（結婚、妻の出
産、忌引）

記念日（誕生

日、結婚記念
日など）休暇

リフレッシュ

休暇

骨髄ドナー

休暇

特別休暇制度

を導入している
事業所
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８ 育児休業制度・育児のための休暇制度 

 

(1) 育児休業制度又は育児のための休暇制度の利用者の事業所割合 

令和２年７月１日から令和３年６月 30 日までの１年間に出産した者（配偶者が出産した男性を含む）がい

た事業所について、育児休業制度又は育児のための休暇制度の利用者（予定含む）がいた事業所の割

合は 71.4％で、規模別にみると、中小企業は 68.3％、大企業は 78.7％となっている。また、そのうち、育

児休業制度の利用者がいた事業所は 63.7％で、規模別にみると、中小企業は 61.0％、大企業は 70.3％

となっている。（第 24 表） 

 

第 24 表 育児休業制度又は育児のための休暇制度の利用者の事業所数 

 
 
 

(2) 育児休業制度又は育児のための休暇制度利用の労働者割合 

令和２年７月１日から令和３年６月 30 日までの１年間に出産した者（配偶者が出産した男性を含む）がい

た事業所について、育児休業制度又は育児のための休暇制度の利用者（予定含む）の割合を男女別に

みると、男性は 33.9％、女性は 97.0％となっている。（第 25 表） 

 

第 25 表  育児休業制度又は育児のための休暇制度利用の労働者数 

 
 
 

(3) 育児休業制度利用の労働者割合 

令和２年７月１日から令和３年６月 30 日までの１年間に出産した者（配偶者が出産した男性を含む）がい

た事業所について、育児休業制度の利用者（予定含む）の割合を男女別にみると、男性は 18.5％、女性

は 92.6％となっている。（第 26 表） 

 

第 26 表  育児休業制度利用の労働者数 

 
 

 

 

単位：事業所、（　）内：％

規　模　計 524 ( 100.0 ) 374 ( 71.4 ) 150 ( 28.6 ) 334 ( 63.7 ) 190 ( 36.3 )

 中小企業 369 ( 100.0 ) 252 ( 68.3 ) 117 ( 31.7 ) 225 ( 61.0 ) 144 ( 39.0 )

 大 企 業 155 ( 100.0 ) 122 ( 78.7 ) 33 ( 21.3 ) 109 ( 70.3 ) 46 ( 29.7 )

区　　　分
出産者がいた

（配偶者が出産した男性を含む）

事業所

① ②

育児休業制度又は
育児のための休暇制度の

利用者がいた事業所
（予定含む）

育児休業制度又は
育児のための休暇制度の

利用者がいなかった事業所

①のうち、
育児休業制度の

利用者がいた事業所
（予定含む）

①のうち、
育児休業制度の

利用者がいなかった事業所

単位：人、（　）内：％

規 模 計 466 ( 100.0 ) 158 （ 33.9 ） 308 （ 66.1 ） 597 （ 100.0 ） 579 （ 97.0 ） 18 （ 3.0 ）

中小企業 284 ( 100.0 ) 79 （ 27.8 ） 205 （ 72.2 ） 380 （ 100.0 ） 367 （ 96.6 ） 13 （ 3.4 ）

大 企 業 182 ( 100.0 ) 79 （ 43.4 ） 103 （ 56.6 ） 217 （ 100.0 ） 212 （ 97.7 ） 5 （ 2.3 ）

育児休業制度又は
育児のための休暇制度を

利用した女性労働者
（予定者）

育児休業制度又は
育児のための休暇制度を

利用しなかった
女性労働者

女　　　　　性

育児休業制度又は
育児のための休暇制度を

利用した男性労働者
（予定含む）

育児休業制度又は
育児のための休暇制度を

利用しなかった
男性労働者

男　　　　　性

出産した
女性労働者計

区　　分
配偶者が出産した

男性労働者計

単位：人、（　）内：％

規 模 計 466 ( 100.0 ) 86 （ 18.5 ） 380 （ 81.5 ） 597 （ 100.0 ） 553 （ 92.6 ） 44 （ 7.4 ）

中小企業 284 ( 100.0 ) 39 （ 13.7 ） 245 （ 86.3 ） 380 （ 100.0 ） 354 （ 93.2 ） 26 （ 6.8 ）

大 企 業 182 ( 100.0 ) 47 （ 25.8 ） 135 （ 74.2 ） 217 （ 100.0 ） 199 （ 91.7 ） 18 （ 8.3 ）

区　　分

男　　　　　性 女　　　　　性

配偶者が出産した
男性労働者計

育児休業制度を
利用した

男性労働者
（予定含む）

育児休業制度を
利用しなかった

男性労働者

出産した
女性労働者計

育児休業制度を
利用した

女性労働者
（予定含む）

育児休業制度を
利用しなかった

女性労働者
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９ 介護休業制度 

 

令和２年７月１日から令和３年６月 30 日までの１年間に介護休業制度の利用者がいた事業所の割合は

4.8％で、規模別にみると、中小企業で 4.7％、大企業で 5.0％となっている。（第 27 表） 

 

第 27 表  介護休業制度利用者の事業所数 

 
 

単位：事業所、（　）内：％

区　分

規 模 計 1,325 ( 100.0 ) 63 ( 4.8 ) 1,262 ( 95.2 )

中小企業 1,044 ( 100.0 ) 49 ( 4.7 ) 995 ( 95.3 )

大 企 業 281 ( 100.0 ) 14 ( 5.0 ) 267 ( 95.0 )

事業所計
介護休業制度の

利用者がいた事業所
介護休業制度の

利用者がいなかった事業所
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10 仕事と家庭の両立のための支援制度 

 

働きながら育児や介護をする労働者に対する支援制度のある事業所の割合は、育児については 82.5％、

介護については 79.3％となっている。（第 28 表） 

 

第 28 表 仕事と家庭の両立のための支援制度 

【育児に関するもの】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 単位：％

短時間

勤務制度

フレックス

タイム制度

始業・終業時

刻の繰上げ・

繰下げ

所定外労働の

制限

年次有給休

暇を半日／時

間単位で取得

子の看護

休暇制度

在宅勤務・テ

レワーク
再雇用制度

転勤・

配置転換

の際の配慮

経費の援助措

置

配偶者の

出産直後の

休暇

事業所内

託児所
その他

規　模　計 82.5      84.5 8.6 43.4 66.0 60.6 73.4 6.4 16.8 29.0 2.8 35.1 1.3 2.6 

中小企業 78.4      81.3 6.5 42.9 61.5 58.0 67.8 4.3 13.3 22.5 1.2 28.9 - 2.2 

　鉱業,採石業,砂利採取業 66.7      100.0 50.0 100.0 100.0 50.0 100.0 - - - - 50.0 - - 

　建　設　業 75.8      72.3 2.5 42.0 60.5 58.0 66.4 7.6 8.4 10.1 - 28.6 - - 

　製　造　業 75.1      79.3 7.7 45.6 61.5 58.0 60.9 3.0 14.2 20.7 1.2 26.0 - 1.2 

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0    100.0 42.9 71.4 100.0 100.0 100.0 14.3 - 14.3 28.6 42.9 - - 

　情報通信業 90.0      88.9 11.1 33.3 88.9 88.9 88.9 44.4 11.1 22.2 - 55.6 - - 

　運輸業，郵便業 73.3      70.5 2.3 47.7 61.4 50.0 70.5 - 15.9 29.5 - 27.3 - - 

　卸売業，小売業 69.6      77.3 5.9 42.0 57.1 51.3 56.3 2.5 9.2 21.8 0.8 28.6 4.2 1.7 

　金融業，保険業 100.0    88.2 11.8 35.3 82.4 76.5 88.2 5.9 17.6 47.1 - 47.1 - - 

　不動産業,物品賃貸業 83.3      100.0 20.0 30.0 80.0 60.0 70.0 - 30.0 40.0 10.0 20.0 - - 

　学術研究,専門・技術サービス業 81.0      94.1 5.9 52.9 58.8 64.7 64.7 23.5 11.8 5.9 - 35.3 - 11.8 

　宿泊業，飲食サービス業 64.1      80.0 12.0 40.0 60.0 44.0 80.0 4.0 12.0 24.0 - 24.0 - 4.0 

　生活関連サービス業，娯楽業 63.0      94.1 5.9 47.1 76.5 41.2 70.6 - 11.8 17.6 - 23.5 - - 

　教育,学習支援業 86.2      96.0 12.0 48.0 80.0 72.0 80.0 20.0 16.0 32.0 4.0 20.0 4.0 4.0 

　医療，福祉 93.3      91.7 4.8 37.5 59.5 61.3 75.6 0.6 17.3 32.1 1.2 31.5 5.4 5.4 

　複合サービス事業 - - - - - - - - - - - - - -

　サービス業(他に分類されないもの） 82.6      71.8 5.6 45.1 50.7 56.3 64.8 1.4 14.1 15.5 1.4 28.2 5.6 1.4 

大企業 97.5      94.2 15.0 44.9 79.2 68.2 90.1 12.8 27.4 48.5 7.7 53.6 5.1 3.6 

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0    100.0 100.0 50.0 100.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 100.0 - - 

　建　設　業 100.0    88.9 22.2 66.7 88.9 88.9 88.9 33.3 33.3 44.4 22.2 88.9 - - 

　製　造　業 100.0    89.5 21.1 47.4 78.9 73.7 89.5 21.1 26.3 31.6 5.3 73.7 - 5.3 

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0    100.0 20.0 40.0 100.0 100.0 100.0 40.0 20.0 20.0 40.0 100.0 - - 

　情報通信業 100.0    100.0 40.0 40.0 80.0 100.0 80.0 60.0 - 40.0 - 40.0 - - 

　運輸業，郵便業 100.0    95.0 20.0 40.0 75.0 55.0 95.0 25.0 35.0 45.0 15.0 55.0 15.0 5.0 

　卸売業，小売業 94.4      86.6 14.9 43.3 67.2 55.2 83.6 16.4 25.4 35.8 3.0 41.8 - 1.5 

　金融業，保険業 100.0    100.0 9.5 42.9 95.2 76.2 100.0 4.8 66.7 100.0 33.3 95.2 4.8 - 

　不動産業,物品賃貸業 100.0    100.0 - - - 100.0 100.0 - - - - - - - 

　学術研究,専門・技術サービス業 100.0    100.0 - 75.0 75.0 75.0 87.5 25.0 25.0 62.5 - 62.5 - 12.5 

　宿泊業，飲食サービス業 87.5      100.0 - 14.3 85.7 42.9 85.7 - 14.3 42.9 - 42.9 - - 

　生活関連サービス業，娯楽業 91.7      100.0 63.6 36.4 100.0 90.9 100.0 - 54.5 81.8 - 9.1 - - 

　教育,学習支援業 100.0    100.0 - 83.3 83.3 66.7 83.3 - - 83.3 - 100.0 16.7 - 

　医療，福祉 98.2      100.0 5.4 32.1 78.6 67.9 94.6 1.8 10.7 42.9 1.8 32.1 16.1 8.9 

　複合サービス事業 100.0    92.3 7.7 61.5 88.5 76.9 92.3 - 38.5 53.8 7.7 65.4 - - 

　サービス業(他に分類されないもの） 100.0    90.9 18.2 63.6 72.7 72.7 81.8 18.2 18.2 45.5 - 63.6 - 9.1 

区　　　　　分
支援
制度
あり

採用している制度（複数回答）
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【介護に関するもの】 

 
  

     単位：％

短時間

勤務制度

フレックス

タイム制度

始業・終業時

刻の繰上げ・

繰下げ

所定外労働の

制限

年次有給休暇

を半日／時間

単位で取得

介護休暇制度
在宅勤務・テ

レワーク
再雇用制度

転勤・

配置転換

の際の配慮

経費の援助措

置
その他

規　模　計 79.3 63.0 6.6 32.2 51.4 48.5 60.8 5.0 12.4 23.2 1.5 1.8

中小企業 74.9 57.7 4.6 30.7 45.3 43.9 53.4 3.0 8.7 17.1 0.9 1.4

　鉱業,採石業,砂利採取業 66.7 66.7 33.3 66.7 66.7 33.3 66.7 - - - 33.3 - 

　建　設　業 72.0 50.3 1.9 29.3 43.3 41.4 49.0 3.8 5.7 6.4 - - 

　製　造　業 71.6 56.9 6.2 31.1 43.1 41.8 45.3 2.2 8.0 15.6 0.4 - 

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 100.0 42.9 71.4 100.0 100.0 100.0 14.3 - 14.3 28.6 - 

　情報通信業 90.0 80.0 10.0 30.0 80.0 80.0 80.0 40.0 10.0 20.0 - - 

　運輸業，郵便業 73.3 46.7 1.7 36.7 41.7 38.3 50.0 - 8.3 23.3 - 1.7 

　卸売業，小売業 63.2 47.4 3.5 26.9 39.8 34.5 39.2 1.2 5.8 15.2 0.6 1.2 

　金融業，保険業 100.0 88.2 11.8 35.3 76.5 76.5 88.2 5.9 17.6 41.2 - - 

　不動産業,物品賃貸業 83.3 83.3 16.7 25.0 66.7 50.0 58.3 - 16.7 33.3 8.3 - 

　学術研究,専門・技術サービス業 71.4 57.1 4.8 23.8 42.9 47.6 52.4 19.0 9.5 4.8 - 9.5 

　宿泊業，飲食サービス業 59.0 41.0 5.1 23.1 35.9 28.2 43.6 2.6 5.1 12.8 - 2.6 

　生活関連サービス業，娯楽業 66.7 55.6 3.7 29.6 48.1 25.9 44.4 - 7.4 14.8 - - 

　教育,学習支援業 86.2 75.9 3.4 34.5 65.5 58.6 72.4 17.2 6.9 27.6 - - 

　医療，福祉 88.9 72.8 3.3 30.0 48.3 54.4 73.9 0.6 13.9 28.3 0.6 4.4 

　複合サービス事業 - - - - - - - - - - - -

　サービス業(他に分類されないもの） 81.4 55.8 4.7 36.0 40.7 45.3 55.8 1.2 11.6 12.8 2.3 1.2 

大企業 95.7 82.9 13.9 38.1 74.0 65.8 88.3 12.5 26.0 45.9 3.9 3.2

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0    50.0 100.0 50.0 50.0 100.0 100.0 50.0 50.0 100.0 50.0 - 

　建　設　業 100.0 88.9 22.2 55.6 88.9 88.9 100.0 33.3 33.3 44.4 11.1 - 

　製　造　業 100.0 78.9 15.8 42.1 78.9 73.7 89.5 21.1 26.3 31.6 5.3 5.3 

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 100.0 20.0 40.0 100.0 100.0 100.0 40.0 20.0 20.0 40.0 - 

　情報通信業 100.0 100.0 40.0 40.0 80.0 100.0 80.0 60.0 - 40.0 - - 

　運輸業，郵便業 100.0 70.0 20.0 40.0 70.0 55.0 100.0 25.0 35.0 45.0 15.0 5.0 

　卸売業，小売業 93.0 74.6 14.1 35.2 60.6 50.7 80.3 15.5 22.5 29.6 1.4 - 

　金融業，保険業 100.0 95.2 9.5 9.5 95.2 76.2 100.0 4.8 66.7 100.0 - - 

　不動産業,物品賃貸業 100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - - - - - 

　学術研究,専門・技術サービス業 87.5 75.0 - 50.0 62.5 75.0 75.0 25.0 25.0 62.5 - 12.5 

　宿泊業，飲食サービス業 87.5 87.5 12.5 75.0 37.5 75.0 - 12.5 37.5 - - 

　生活関連サービス業，娯楽業 83.3 83.3 50.0 25.0 83.3 75.0 75.0 - 50.0 66.7 - - 

　教育,学習支援業 83.3 83.3 - 66.7 83.3 66.7 83.3 - - 83.3 - - 

　医療，福祉 98.2 86.0 5.3 33.3 71.9 64.9 93.0 1.8 10.5 42.1 - 8.8 

　複合サービス事業 96.2 92.3 7.7 61.5 88.5 76.9 92.3 - 34.6 50.0 7.7 - 

　サービス業(他に分類されないもの） 100.0 90.9 18.2 63.6 72.7 72.7 81.8 18.2 18.2 45.5 - 9.1 

区　　　　　分
支援
制度
あり

採用している制度（複数回答）
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11 テレワークの導入状況 

 

(1) 産業別・規模別テレワークの導入事業所割合 

テレワークを導入している事業所は 229 事業所（17.5％）で、このうち中小企業は 141 事業所（13.7％）、

大企業は 88 事業所（31.3％）と大企業の方が高くなっている。テレワークの導入形態は、「在宅勤務」が

90.0％と最も多くなっている。（第 29 表、第６図） 

また、産業別テレワーク導入状況の割合をみると、「情報通信業」が 80.0％と最も高くなっている。（第７図） 

 

第 29 表 規模別テレワークの導入状況

 
 

 

第６図 テレワークの導入状況 

 
 

 

第７図 産業別テレワークの導入状況 

 

単位：事業所、（　）内：％

規 模 計 1,311 （ 100.0 ） 229 （ 17.5 ） 40 （ 3.0 ） 1,042 （ 79.5 ）

中小企業 1,030 （ 100.0 ） 141 （ 13.7 ） 35 （ 3.4 ） 854 （ 82.9 ）

大 企 業 281 （ 100.0 ） 88 （ 31.3 ） 5 （ 1.8 ） 188 （ 66.9 ）

※　未回答の事業所があるため、必ずしも全体の集計事業所数と一致しない。

区 分 事業所計 導入している
導入していない

今後導入予定がある 導入予定はない

導入している,  
17.5%

今後導入予定が

ある, 3.0%

導入予定はない, 
79.5%

90.0%

42.8%

11.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

在宅勤務 モバイルワーク サテライトオフィス

導入している事業所におけるテレワークの導入形態（複数回答）
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(2) テレワークの導入における課題又は導入しない理由 

テレワークを導入している事業所（今後導入予定を含む）へはテレワークの導入における課題を、導入予

定はない事業所へは導入しない理由を尋ねたところ、「テレワークに適した仕事がない」が 57.8％と最も多

く、次いで「業務の進行が難しい」が 34.0％、「顧客などの外部への対応に支障がある」が 18.5％であった。

（第８図） 

 

第８図 テレワークの導入における課題と導入しない理由 
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特 別 集 計 

～ 就業形態別集計 ～ 
 

 

本調査では、一般労働者を「正社員」及び「その他労働者」に区分して調査をしており、これら２就業形態に

「パートタイム労働者」を含め集計した。就業形態別結果は以下のとおりである。 

 

   
  常用労働者 

 

  一般労働者    正社員 
    

  

  その他労働者  
 
  パートタイム労働者 

 
  

 

常用労働者に占める正社員、その他労働者、パートタイム労働者の人数、割合と派遣労働者 

集計事業所（1,325 事業所）の常用労働者に占める「正社員」の割合は 67.4％、「その他労働者」の割合は

11.0％、「パートタイム労働者」の割合は 21.6％となっている。また、「派遣労働者」は 1,608 人で、派遣労働者

がいる事業所の割合は 14.8％となっている。（表１） 

派遣労働者を含めた全ての労働者に占める「正社員」の割合は 65.6％、「正社員以外」の割合は 34.4％と

なっている。（表２） 

※ 表中において一般労働者は「一般」、その他労働者は「その他」、パートタイム労働者は「パート」と表現する。  

 

表１ 常用労働者に占める正社員、その他労働者、パートタイム労働者の割合と派遣労働者数 

 
 

 

 

 

 

 

労働者
割合

労働者
割合

労働者
割合

人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 事業所 %

産　業　計 58,781 39,617 67.4 6,467 11.0 12,697 21.6 1,608 196 14.8

　鉱業,採石業,砂利採取業 133 101 75.9 31 23.3 1 0.8 2 1 20.0

　建　設　業 5,173 4,686 90.6 292 5.6 195 3.8 79 21 12.7

　製　造　業 14,847 11,261 75.8 1,582 10.7 2,004 13.5 783 51 20.9

　電気・ガス・熱供給・水道業 438 373 85.2 56 12.8 9 2.1 4 3 25.0

　情報通信業 1,064 966 90.8 55 5.2 43 4.0 299 7 46.7

　運輸業，郵便業 3,276 2,802 85.5 221 6.7 253 7.7 69 9 11.3

　卸売業，小売業 7,576 3,744 49.4 804 10.6 3,028 40.0 59 25 10.3

　金融業，保険業 1,142 839 73.5 162 14.2 141 12.3 9 1 2.6

　不動産業,物品賃貸業 347 183 52.7 23 6.6 141 40.6 - - -

　学術研究,専門・技術サービス業 832 694 83.4 81 9.7 57 6.9 37 6 20.7

　宿泊業，飲食サービス業 1,947 811 41.7 144 7.4 992 51.0 13 2 4.3

　生活関連サービス業，娯楽業 1,215 459 37.8 260 21.4 496 40.8 3 2 5.1

　教育,学習支援業 2,327 1,115 47.9 118 5.1 1,094 47.0 24 8 22.9

　医療，福祉 12,613 8,523 67.6 1,360 10.8 2,730 21.6 211 52 21.9

　複合サービス事業 1,595 1,077 67.5 430 27.0 88 5.5 3 2 7.7

　サービス業(他に分類されないもの） 4,256 1,983 46.6 848 19.9 1,425 33.5 13 6 6.2

割合
区　分

派遣
労働者数

派遣
労働者
がいる

事業所数

パート

常用
労働者数

一般

正社員 その他
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表２ 全労働者（派遣労働者を含む）の産業別・性別・雇用形態別構成 

 

全労働者数
うち

正社員
割合

う ち

正社員以外
割合 男性

うち
正社員

割合
う ち

正社員以外
割合 女性

うち
正社員

割合
う ち

正社員以外
割合

人 人 ％ 人 ％ 人 人 ％ 人 ％ 人 人 ％ 人 ％

 産  業  計 60,389 39,617 65.6 20,772 34.4 32,667 25,552 78.2 7,115 21.8 27,722 14,065 50.7 13,657 49.3

　鉱業,採石業,砂利採取業 135 101 74.8 34 25.2 116 95 81.9 21 18.1 19 6 31.6 13 68.4

　建　設　業 5,252 4,686 89.2 566 10.8 4,419 4,033 91.3 386 8.7 833 653 78.4 180 21.6

　製　造　業 15,630 11,261 72.0 4,369 28.0 9,806 8,117 82.8 1,689 17.2 5,824 3,144 54.0 2,680 46.0

　電気・ガス・熱供給・水道業 442 373 84.4 69 15.6 390 346 88.7 44 11.3 52 27 51.9 25 48.1

　情報通信業 1,363 966 70.9 397 29.1 874 726 83.1 148 16.9 489 240 49.1 249 50.9

　運輸業，郵便業 3,345 2,802 83.8 543 16.2 2,865 2,477 86.5 388 13.5 480 325 67.7 155 32.3

　卸売業，小売業 7,635 3,744 49.0 3,891 51.0 3,804 2,635 69.3 1,169 30.7 3,831 1,109 28.9 2,722 71.1

　金融業，保険業 1,151 839 72.9 312 27.1 518 452 87.3 66 12.7 633 387 61.1 246 38.9

　不動産業,物品賃貸業 347 183 52.7 164 47.3 146 121 82.9 25 17.1 201 62 30.8 139 69.2

　学術研究,専門・技術サービス業 869 694 79.9 175 20.1 621 533 85.8 88 14.2 248 161 64.9 87 35.1

　宿泊業，飲食サービス業 1,960 811 41.4 1,149 58.6 695 403 58.0 292 42.0 1,265 408 32.3 857 67.7

　生活関連サービス業，娯楽業 1,218 459 37.7 759 62.3 559 309 55.3 250 44.7 659 150 22.8 509 77.2

　教育,学習支援業 2,351 1,115 47.4 1,236 52.6 1,191 618 51.9 573 48.1 1,160 497 42.8 663 57.2

　医療，福祉 12,824 8,523 66.5 4,301 33.5 2,977 2,264 76.0 713 24.0 9,847 6,259 63.6 3,588 36.4

　複合サービス事業 1,598 1,077 67.4 521 32.6 1,176 875 74.4 301 25.6 422 202 47.9 220 52.1

　サービス業(他に分類されないもの） 4,269 1,983 46.5 2,286 53.5 2,510 1,548 61.7 962 38.3 1,759 435 24.7 1,324 75.3

区　　分
計 男性 女性


